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はじめに

現在の越谷市役所本庁舎は、昭和４４年（１９６９年）に建設され、既に４５年が

経過した建物です。市の発展や人口の増加に伴い、市役所の事務量が年々増えるとと

もに、事務スペースの不足や教育委員会等が分散していたことから、平成１２年（２

０００年）には第二庁舎が建設されました。

その後、さらなる人口の増加及び地方分権の進展、多様化する市民ニーズに対応す

るための行政機能などが拡大する中で、現在の庁舎は、狭あい化や分散化が進み、防

災対策、情報化・バリアフリー化への対応が不十分な状況にあります。

また、平成１３年（２００１年）に行った本庁舎の耐震診断では、「大規模地震が

発生した場合、倒壊または崩壊する危険性が高い」とされ、地震への対策が喫緊の課

題となっています。さらに、平成２３年（２０１１年）３月に発生した東日本大震災

では、災害発生時の応急対策や災害復旧のための情報発信の拠点としての「市庁舎の

重要性」について、改めて多くの方が感じたところです。

そこで、このような状況を背景として、「庁舎に必要な機能」、「整備方式」、「事業

方式」及び「規模と配置位置」などを審議するために、学識経験者をはじめ、公共的

団体等からの推薦者、市議会議員や公募による市民からなる１９名の委員構成のもと、

平成２５年（２０１３年）４月に「越谷市本庁舎整備審議会」が市長の諮問機関とし

て設置されました。

 審議会では、市長から本庁舎の整備について諮問を受け、種々検討を進めてきまし

た。この間、（８）回の会議を開催し、専門家の視点や市民の目線から活発な議論が

交わされ、検討の過程で数多くの有意義な意見や提案がありました。特に、必要な機

能や整備方式を検討する際は、市民に開かれた庁舎やライフサイクルコストを低減し

た庁舎になるよう留意しました。また、審議の参考とするため、市民３，０００人を

対象としたアンケート調査を実施し、多くの市民の皆様から寄せられたご意見を、基

本構想（案）に取り入れることができました。

このような審議会での検討を踏まえて、庁舎整備のキャッチフレーズとした「越谷

市民の安全・安心な暮らしを支える 親しみのある庁舎」を前提に、本庁舎の整備に

あたっての基本的な方針や方向性などを「越谷市本庁舎整備基本構想（案）」として、

ここにまとめたものです。

 越谷市本庁舎整備審議会は、この基本構想（案）をもとに、越谷市発展の礎となる

庁舎が整備されることを願ってやみません。

 結びに、ご協力をいただきました審議会委員の皆様並びにご意見等をお寄せいただ

きました市民の皆様に心から感謝を申し上げます。

平成２６年９月

越谷市本庁舎整備審議会

会 長 積 田   洋 
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１． 上位関連計画・位置づけ

１．社会動向 

（１）人口減少・少子高齢化 

わが国は、平成１７年に総人口がピークに達した後、人口減少社会に転じました。これま

でのいわゆる右肩上がりの社会を支えてきた人口の持続的な増加が終わり、長い人口減少過

程に入ろうとしています。

未婚者の増加や晩婚化が進み、全国的に少子化が進行しており、また、生活環境の向上や

医療の進歩などに伴って平均寿命が延び、世界でも例を見ない速さで高齢社会が進行してい

ます。このような社会においては、子どもから高齢者まですべての人が暮らしやすいユニバ

ーサルデザイン（＊１）やバリアフリーの社会づくりを進めていくことが求められています。

（＊１）「すべての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障がいの有無などにかかわらず、最初からでき

るだけ多くの人が利用可能であるようデザイン（構想・計画・設計）をするという考え方。

○越谷市の人口フレームは、平成３５年（２０２３年）までは大規模開発などにより

微増で推移し、３４．１万人でピークを迎え、その後は緩やかな減少に転じる見込

みとなっています。

図 1 越谷市の将来人口推計 

出典：越谷市都市計画マスタープラン
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（２）地方分権 

生活に関わる福祉・文化・教育・産業・生活環境などさまざまな分野での行財政の権限や

責任を、国から地方自治体に移譲させていく地方分権が進みつつあります。地方自治体が引

き続き発展していくためには、地方分権時代の大きな潮流を踏まえ、行政機構の革新や地域

社会をリードする人材の育成に努め、自主的なまちづくりに向けた分権型行財政システムを

確立していくことが必要となっています。

今後のまちづくりには、地域住民による地縁型コミュニティに加え、ボランティア団体・

ＮＰＯなど組織化された団体の参加と連携が重要になってきます。

（３）安全・安心な社会 

   近年、多発する大規模な自然災害など、市民生活の安全・安心を脅かす要因が増加してい

ます。こうした災害等に対し、被害を最小限に抑えるためには、治水対策の基盤整備をはじ

め、建築物の耐震化を促進するとともに、災害発生時の対応など危機管理体制を充実させて

いくことが重要です。

（４）環境に配慮した社会 

地球温暖化、酸性雨、廃棄物問題など様々なレベルでの環境問題が社会問題となっていま

す。それに伴い、リサイクル活動の活発化、省エネルギー・省資源などにライフスタイルを

変えていくことなどが求められるほか、風力・水力・太陽光といった再生可能エネルギーへ

の着目により、資源循環型の都市づくりにも注目が集まっています。

環境をめぐる課題の解決には、わたしたちの生活のあり方を見直し、人と自然の共生や環

境と調和したまちづくり、省資源・循環型社会の形成などに努める必要があります。
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２．上位関連計画 

（１）第４次越谷市総合振興計画（平成２３年策定） 

第４次越谷市総合振興計画は、平成２３年度（２０１１年度）から平成３２年度（２０

２０年度）の１０年間を計画期間としており、まちづくりの理念と将来像は次のように定

められています。

図 2 第４次越谷市総合振興計画から 

また、第４次越谷市総合振興計画は、以下に示すように前期基本計画（平成２３～２７年度）

と後期基本計画（平成２８～３２年度）に区分されており、前期基本計画の第二期実施計画（平

成２５～２７年度）において、越谷市庁舎の整備関連では以下の事業が計画されています。

表 1 第４次越谷市総合振興計画 前期基本計画 第二期実施計画（抜粋） 

事業名 事業内容 

庁舎整備事業 
 市庁舎へ来庁する市民等の安全と利便性の確保及び良好な庁舎環境の

維持を図るため、庁舎の改修工事、修繕を計画的に進めます。

（仮称）第三庁舎建

設事業 

 庁舎の狭隘の解消や中核市への移行に伴う事務スペースの確保のため、

（仮称）第三庁舎の建設を行い、市民の利便性とより一層の行政サービス

の向上に努めます。

本庁舎整備事業 
 本庁舎は、耐震補強が必要であると診断されていることから、本庁舎整

備審議会を設置し、本庁舎の耐震化*を図ります。

*ここで言う「耐震化」とは、耐震改修と建替えの両方を含みます

■越谷市の将来像 
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（２）越谷市都市計画マスタープラン（平成２３年策定） 

越谷市都市計画マスタープランは、基準年次を平成２３年度（２０１１年）とし、計画

の期間は概ね２０年間とした都市づくりに関する基本的方針を定めたものです。

越谷市都市計画マスタープランにおける「都市づくりの理念」、「都市づくりの目標」と

「将来都市像」は以下に示すとおりです。

「将来都市構造」では、市役所は行政の中心であるとともに災害対策本部を設置する防

災中枢拠点として、防災機能の強化を図ることが位置づけられています。

また、「地区別構想」における「越ヶ谷地区のまちづくり方針」には、都市計画道路越谷

市役所通り線（標準幅員 25ｍ）の整備促進が位置づけられています。

図 3 越谷市都市計画マスタープランから 
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（３）越谷市中心市街地活性化基本計画（平成２５年策定） 

越谷市中心市街地活性化基本計画では、中心市街地の活性化にあたって、越ヶ谷地区の

特性である身近な水辺空間や、宿場町として栄えた歴史と文化、越谷市役所を始めとした

行政機関などを融合し、「越谷の顔」としてふさわしい求心力を有する「中心核」の形成を

図るとしています。

また、越谷市役所や越谷市中央市民会館などの公共機関を核とした人が集い・憩える拠

点を視野に入れたシビックゾーンの形成を目指すとしています。

図 4 越谷市中心市街地活性化基本計画から 
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図 5 越谷市中心市街地活性化基本計画事業想定イメージ 
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２． 計画条件・庁舎現況

１）現庁舎の敷地の特徴

現庁舎の敷地は、総面積 15,990.87 ㎡、四方を道路に囲まれた場所にあります。南面

は越谷駅前線に接道し、東面は道路を挟んで葛西用水及び元荒川に面しています。法面

などは特になく、平坦な構成となっています。敷地内には、既存建物に越谷市本庁舎・

第二庁舎、別館・第二別館等が存在し、それらに加えて駐車場が配置されています。 

表 2 敷地条件  

越谷市庁舎敷地

位置 埼玉県越谷市越ヶ谷四丁目 2番 1号 

敷地面積 15,990.87 ㎡ 

用途地域 第二種住居地域 防火地域 その他（22 条区域）

建ぺい率 60％ 容積率 200％ 

前面道路 南：越谷駅前線 幅員 20.0m (歩道 4.5m)  東：約 9.0m（歩道 1.9m） 

北：約 9.0m（歩道 1.9m）  西：約 14.4m（歩道 2.0m） 

高度地区 ― 

日影規制 5m：4 時間 10m：2.5 時間 測定面：GL+4.0m 

標高 標高 +5.5～6.6 m 程度 

その他 都市計画決定 交通施設拡張（越谷駅前線） 

既存施設 ・ 本庁舎（地下 1 階地上 5階：築 1969 年/延床面積 10,021.72 ㎡） 
・ 第二庁舎（地上 5階：築 2000 年/延床面積 5,301.17 ㎡） 
・ 別館 
・ 第二別館 

0 １００m 

N

Google より引用

道路境界線 

道路境界線 

道路境界線 

道路境界線 

本庁舎 

別館 

第二庁舎 

中央市民会館 
+6.3

+6.6

+5.7

+5.5

第二別館 
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施設名 1.本庁舎 2.第二庁舎 

外 観 

建設年 昭和44年（1969年） 平成 12年（2000年） 

構 造 鉄筋コンクリート造 鉄骨造 

階 数 地上 5階、地下1階 地上５階 

延床面積 約 10,021 ㎡ 約 5,301 ㎡ 

施設名 ３.（仮称）第三庁舎 

外 観 

建設年 

（予定） 
平成27年（2015年）竣工予定 

構 造 鉄骨造 

階 数 地上 5階 

延床面積 約 4,770 ㎡ 

（完成イメージ）
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２）越谷市庁舎の概要

１ 市庁舎の経過と現状

 （１）市庁舎の経過等について

  ①現在の本庁舎は昭和４４年３月に建設され、既に４５年を経過した建物です。市庁舎に

ついては、市の発展や人口の増加に伴い市役所の事務量が年々増えるとともに、事務スペ

ースの不足や教育委員会等が分散していたことから、平成１２年３月に第二庁舎を建設し

ました。その後、さらなる人口の増加及び地方分権の進展、多様化する市民ニーズに対応

するための行政機能などが拡大する中で、行政サービス提供の基盤となる市庁舎について、

狭隘（きょうあい）化、耐震化や老朽化などが喫緊の課題となっています。



11 

会
議
室
（
民
間
ビ
ル
）

会
議
室
（
民
間
ビ
ル
）

越
谷
市
役
所

（
産
業
支
援
課
）

会
議
室
（
民
間
ビ
ル
）

越
 
谷
 
市
 
役
 
所
 
周

 
辺
 
地
 
図



12 

  ②市庁舎は、主に本庁舎及び第二庁舎からなり、その他に別館、第二別館等の建物があり

ます。本庁舎は、平成１３年度に実施した耐震診断では、構造耐震指標（Ｉｓ値）が 

  ０．１１と低く、「０．３未満では大規模地震に対して倒壊または崩壊する危険性が高い」

とされています。本庁舎及び第二庁舎の概要は別表１及び別表２のとおりです。 

別表１ 本庁舎及び第二庁舎の床面積等 （平成２５年４月１日現在） 

 ＜面積：㎡＞

本  庁  舎 第 二 庁 舎 

構  造 
鉄筋コンクリート造 

地上５階・地下１階・搭屋２階 

重量鉄骨造 

地上５階 

１ 階 
２，７６１．１４

（ﾋﾟﾛﾃｨ部分の面積 249.22 ㎡を含む）
１，１１１．８６

２ 階 １，３８５．３６ １，０２９．３０

３ 階 １，３８５．３６ １，０２９．３０

４ 階 １，２５５．６８ １，０２９．３０

５ 階 １，１６６．００ １，０２９．３０

１～５階 計 ７，９５３．５４ ５，２２９．０６

地階（地下） １，８４５．６８

屋上階 ２２２．５０ ７２．１１

合計 

(延床面積）
１０，０２１．７２ ５，３０１．１７

敷地面積 

（参考）

１５，９９０．８７ 

※本庁舎・第二庁舎・別館・第二別館等を含む

別表２ 本庁舎及び第二庁舎の建築年等 

本  庁  舎 第 二 庁 舎 

建 築 年 昭和４４年３月３１日 平成１２年３月８日 

建築価格 ５億１，９９５万円 １０億９，９３５万円

建築面積 ２，８９７．５２㎡ １，１６１．００㎡

㎡あたり単価
５３，２０５円

（ﾋﾟﾛﾃｨ部分の面積 249.22 ㎡を除く）
２０７，２２９円

事務室面積 

（廊下・ロビー

等を除く）

２，７４４．６０㎡ ３，０３４．９０㎡

職員数 
（臨時職員、非常

勤職員を除く）

５２３人

（平成２４年４月１日現在）

４３６人

（平成２４年４月１日現在）
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 （２）庁舎の駐車場について 

敷地内の駐車場については、以前は南側及び西側駐車場を来客用とし、別館南側などを公

用車用として利用してきました。しかし、自動車で来庁する方が増え、また公用車の保有台

数の増加などにより、駐車場の不足が生じたことから、庁舎北側の埼玉県が保有する土地約

４，３００㎡を平成１９年度から３年間で購入し、平成２２年１０月から駐車場として使用

しています。なお、南側駐車場については、平成２４年６月から一部の時間帯において有料

化を実施しています。 

 来客駐車場 公用車駐車場 

台数(台) 面積（㎡） 台数(台) 面積（㎡） 

南側駐車場 ８０ ２，１９９．５０ － － 

西側駐車場 ２３ ８５３．０６ － － 

北側駐車場 ８０ ２，３０４．８６ ８４ ２，０６３．３８

合  計 １８３ ５，３５７．４２ ８４ ２，０６３．３８

 （３）会議室について 

現在、会議室については、市民向けの受付業務や市民参加の会議等、様々な形態で使用し

ています。しかしながら近年、会議室が不足する状況にあり、庁舎内には会議室を新設でき

ないため、庁舎の敷地外に民間が保有する物件を借用しています。 

なお、開庁日の会議室利用状況は、２２か所の会議室のうち１６か所が毎日使用されてお

り、全体の平均稼働率も９１．５％と高くなっています。庁舎の会議室及び借用している会

議室の概要は、別表３のとおりです。 

別表３ 庁舎内外の会議室（平成２５年４月１日現在） 

 庁舎内 

場 所 会議室数 面積（㎡）

第二庁舎 ４   ４９３

別館 １０   ５０９．９２

合 計 １４ １，００２．９２

庁舎外

場 所 会議室数 面積（㎡） 借上料(円／年間) 

中央市民会館 ２  １００ ― 

民間会議室 

（賃貸借） 
６  ４４８．９２ １０，３９３，９９２

合 計 ８  ５４８．９２ １０，３９３，９９２
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２ 市庁舎の各フロアー図                （平成２５年４月１日現在） 
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３ 本庁舎の耐震診断結果（概要）

平成１３年に実施した本庁舎の耐震診断結果の概要は、以下のとおりです。構造耐震指標 

（Ｉｓ値）が極めて低く、「すべての階で補強検討が必要な建物である」という結果になってい

ます。 

 Ｘ方向 Ｙ方向 

診断結果

５階 0.255 0.149 

４階 0.172 0.111 

３階 0.129 0.193 

２階 0.117 0.176 

１階 0.157 0.111 

※ 数値の低い方を記入している。

※ Ｘ方向：長辺（東西）方向、Ｙ方向：短辺（南北）方向

【構造耐震指標（Ｉｓ値）とは】

建物の耐震性を判断するための数値です。この数値が大きいほど耐震性能が高くなります。

耐震改修促進法で必要としているＩｓ値は 0.6 以上です。しかし「官庁施設の総合耐震診断・

改修基準及び同解説」（平成 8年版・財団法人建築保全センター）、「既存鉄筋コンクリート造建

築物の耐震診断基準・同解説」（2001 年改訂版・財団法人日本建築防災協会）等により、災害

時に拠点となる公共施設はその 1.25 倍以上（Ｉｓ値 0.75 以上）、市役所など災害対策の拠点と

なる公共施設はその 1.5 倍以上（Ｉｓ値 0.9 以上）の値が求められます。 

Is 値に基づく安全性の基準 

耐震強度 Is 値が 0.3 未満 
Is 値が 

0.3 以上 0.6 未満 
Is 値が 0.6 以上 

建物の大規模地震

に対する安全性 

倒壊又は崩壊の危険

性が高い 

倒壊又は崩壊の危険性が

ある 

倒壊又は崩壊する危険性

が低い 
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３． 現庁舎の課題 

課 題 説 明 

1．狭隘化  本庁舎は、市の人口が約 12 万人の時に建設。 

 本庁舎の職員一人あたり面積は 19.2 ㎡。 

※第二庁舎は 12.2 ㎡／人 一般には、25～30 ㎡／人程度 

[市民等庁舎利用者] 

 現状では、市民課、高齢介護課等の待合スペースが狭隘。 

 少子高齢化に伴い、将来的に個別相談対応や折衝業務の増加が想定される

が、各課とも対応できないことが予想される。 

※来庁者相談スペースの不足面積：約 170 ㎡ 

 「市民との協働によるまちづくり」を実現するためのスペースが不足。 

 [庁舎職員] 

 各課において相談、打合せスペースの不足。 

 倉庫、執務スペースの不足。 

 会議室の不足。（市民の会議室利用を考えると更なる拡張が求められる。）

※特に狭隘と考えられる主な課所の不足面積：約 430 ㎡ 
会議室面積は、計 1,002.92 ㎡であるが、稼働率は高く、不足する分について
は、民間建物を借用。

混雑すると車椅子の通路が確保できない相談窓口が不足・ 

プライバシーが保てない 

狭隘な執務空間 椅子を引かないと書類が出せない

本庁舎１階 納税相談ブース 
第二庁舎１階 福祉部門窓口 

（閉庁後）

本庁舎１階 執務状況 本庁舎１階 執務状況 
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2．分散化  庁舎機能は、産業雇用支援センター、中央市民会館にも分散し、利用しに

くい。 

[市民等庁舎利用者] 

 複数の課に用事があり、他棟に行く必要がある場合、移動が不便であり、

かつ、わかりにくい。 

[庁舎職員] 

 庁内の移動にあたり、他棟に行く必要がある場合、移動が不便。 

[その他] 

 移動による時間のロスが生じている。 

3．平面的機能性  市の顔でもある庁舎のエントランスが暗く、またそれにふさわしくない。

 市民に便利なワンストップサービスへの対応が平面的、面積的にしづらい。

 将来の執務空間の変更に対応できる可変性のある平面となっていない。 

4．躯体の老朽化

が進行 

 本庁舎は昭和 44 年 3 月完成、築 45 年が経過。建物の老朽化が進行してい

る。 

 構造的にねじれを生じやすい構造計画。 

5．耐震性能が 

不十分 

 構造耐震指標（Is値）が 0.111 と低い。 

※0.3 未満では大規模地震に対して倒壊または崩壊する危険性が高い 

 震災時には、利用者・職員に建物として不安を与えている。地震への対応

が必要である。 

6．設備老朽化  水周り、空調設備の老朽化が進んでいる。 

 防水の性能の劣化。 

※庁舎の法定耐用年数*は 50 年。設備機器は、６～15 年。 

（*財務省・減価償却資産の耐用年数等に関する省令） 

薄暗いロビー 本庁舎１階ロビー脇 
キャンベルタウンコーナー 

本庁舎１階ロビー 
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7．ユニバーサル

デザインの対応

が不十分 

近年多様な人の利用する建物などに、文化・言語･国籍・老若男女問わないユ

ニバーサルデザインの導入が求められている。 

 本庁舎には、多機能トイレが１箇所しかない（１階）。 

 授乳室等が不足している。 

 キッズルームの必要性。 

※旧ハートビル法に基づく利用円滑化誘導基準には対応済 

8. セキュリテ

ィへの対応

が不十分 

 建物のセキュリティのレベルを上げる必要がある。 

 来庁者の動線が明確に分離されておらず、立ち入りに制約がなく機密文書

の保全に不安がある。 

9.情報化への対

応が不十分 

 サーバー室が分散して設置されている。セキュリティ面とサーバー設置の

場所としての環境面、空調面で改善の余地がある。 

※第二庁舎サーバー室は、北東面に面する角部屋で日照による室内の高温化を
抑えるための空調負荷が著しい。 

 今後、ますます情報化の進展が想定されるが、将来の大型化に対応できな

い。 

 本庁舎の執務空間のほとんどは、ＯＡ床となっていないため、ＯＡ機器の

設置、移動に制約がある。 

サーバー室が分散 

第二庁舎３階サーバー室 本庁舎１階サーバー室 
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４． 本庁舎に必要な機能や使いやすい庁舎の検討

越谷市役所庁舎のコンセプト（役割）を以下のとおりとします。

１）基本理念と基本方針

上位関連計画に示された庁舎の位置づけ及び整備の方向性との整合を図るとともに、社会動

向から求められる機能や現庁舎の課題を踏まえ、基本理念と基本方針を設定します。

基本理念と基本方針 

【庁舎整備のキャッチフレーズ】 

１．すべての市民に開かれた庁舎 

２．機能性・効率性の高い庁舎 

３．市民に親しまれ、まちづくりの拠点

となる庁舎 

４．防災拠点機能を備えた庁舎 

①高齢者、障がい者、老若男女問わず容易に利用
できるユニバーサルデザインを取り入れた庁
舎 

②来訪しやすく、憩える空間を備えた庁舎 
③市民活動の場となる庁舎 
④国際化社会に対応できる庁舎 

①事務効率・快適性の高い機能的な庁舎 
②市民ニーズの変化に柔軟に対応できる庁舎 
③高度情報化に対応し、セキュリティを強化した
庁舎 

④ライフサイクルコストを低減した庁舎

①市民活動に活用される庁舎 
②まちづくりや地域の活性化に貢献する庁舎 

５．越谷市に住むことが楽しく感じら

れ、愛着が持てる庁舎 

【基本理念】 【基本方針】 

越谷市民の安全・安心な暮らしを支える 親しみのある庁舎 

６．環境にやさしい庁舎 

７．越谷らしさが感じられる庁舎 

①災害に強い庁舎 
②非常時に指令機能を果たす庁舎 
③防災情報ネットワーク機能が充実した庁舎 

①訪れることで越谷を知ることができる庁舎 
②整理整頓され、職員が活き活きと働ける庁舎 
③明るい未来をリードする越谷市を感じられる
庁舎 

①環境に配慮した庁舎 
②再生可能エネルギーを採用した庁舎 
③自然光や緑を取り入れた、人にも環境にもやさ
しい庁舎

①周辺環境・景観と調和し、「水郷越谷」らしさが
感じられる庁舎 
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２）庁舎に求められる導入機能

  庁舎整備の基本理念と基本方針を踏まえ、求められる導入機能（スペースとシステム）を次

のように整理します。

①高齢者、障がい者、老若男女問わず容易に利
用できるユニバーサルデザインを取り入れた
庁舎 

②来訪しやすく、憩える空間を備えた庁舎 
③市民活動の場となる庁舎 
④国際化社会に対応できる庁舎 

①事務効率・快適性の高い機能的な庁舎 
②市民ニーズの変化に柔軟に対応できる庁舎 
③高度情報化に対応し、セキュリティを強化し
た庁舎 

④ライフサイクルコストを低減した庁舎 

①市民活動に活用される庁舎 
②まちづくりや地域の活性化に貢献する庁舎 

①災害に強い庁舎 
②非常時に指令機能を果たす庁舎 
③防災情報ネットワーク機能が充実した庁舎 

①訪れることで越谷を知ることができる庁舎 
②整理整頓され、職員が活き活きと働ける庁舎
③明るい未来をリードする越谷市を感じられ
る庁舎 

①環境に配慮した庁舎 
②再生可能エネルギーを採用した庁舎 
③自然光や緑を取り入れた、人にも環境にもや
さしい庁舎

①周辺環境・景観と調和し、「水郷越谷」らしさ
が感じられる庁舎 

１．すべての市民に開かれた庁舎 

２．機能性・効率性の高い庁舎 

３．市民に親しまれ、まちづくりの拠点となる庁舎 

４．防災拠点機能を備えた庁舎 

５．越谷市に住むことが楽しく感じられ、愛着が持て

る庁舎

６．環境にやさしい庁舎 

７．越谷らしさが感じられる庁舎 

①市民サービス機能 

○グローバル対応スペース 

○窓口スペース 

○相談スペース 

○サービステナントスペース 

■ 機能とスペース 

②市民交流活動機能 

○市民協働・交流スペース 

○市民活動展示スペース 

○多目的スペース 

○行政情報提供スペース 

○庁舎へのアプローチ

③防災拠点機能 

○耐震・免震対応スペース 

○災害対策本部スペース 

○災害対応スペース 

○防災備蓄スペース 

○自家発電スペース 

④行政執務機能 

○執務スペース 

○情報通信スペース 

○会議・打ち合わせスペース 

○書庫・収納スペース 

○福利厚生スペース 

⑤議会機能 

○議場・傍聴席スペース 

○委員会室・事務局等スペース

⑥環境共生・省エネルギー機能 

○環境負荷低減 

○再生可能エネルギーの活用 

○緑化の推進 

○ライフサイクルコストの低減 

⑦越谷らしさシンボル機能 

○水郷越谷イメージ 

○中心市街地活性化 

■ 機能とシステム 
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５． 導入機能の整備方針

（１）市民サービス機能 

○案内機能、窓口機能、相談機能の充実、ユニバーサルデザインによる施設整備に取り組

み、市民サービスの充実・向上を目指します。 

○案内機能にはわかりやすいピクトグラム（絵文字）や多言語表記などを活用し、国際化

に対応したグローバルな多言語対応を図ります。 

○庁舎を訪れた市民が迷うことなく簡単に用事を済ますことができるように、わかりやす

い部署の配置や総合案内、総合窓口（ワンストップサービス）機能を充実した庁舎とし

ます。

○プライバシーを確保できる相談窓口の設置や、子ども連れでも庁舎を利用しやすいよう、

キッズスペースや授乳室を設置するなど、誰もが安心して利用できる庁舎とします。

○来庁者、職員ともに利用しやすい売店や喫茶店、ＡＴＭなどの設置を検討します。 

（２）市民交流活動機能 

○市庁舎は、行政サービスの拠点であるだけでなく、市民、ＮＰＯや企業など地域のさま

ざまな主体と市が連携した活動を行なう拠点でもあることから、市民が気軽に立ち寄れ、

市民同士の交流を育む多目的スペースや情報提供スペースを設置し、市民に愛され、親

しまれる、開かれた庁舎を目指します。

○市庁舎へ安全で快適に来庁できるアプローチ道路として、都市計画道路越谷市役所通り

線（標準幅員 25ｍ）の整備を促進します。

（３）防災拠点機能 

○市庁舎は市民の生命を守るための防災拠点、また、災害対策活動の司令塔としての役割

を果たすことが求められます。

○現庁舎の大きな問題点である地震に対する危険性を踏まえ、整備後の庁舎では、充分な

耐震性を備え、また、災害対策本部機能、防災拠点施設としての機能を充実させます。

○また、防災拠点施設として災害発生時の対応に考慮した防災情報ネットワーク機能を充

実させるとともに、防災対応スペースや、防災関連資機材の備蓄、自家発電等バックア

ップ機能の強化を図ります。

（４）行政執務機能 

○職員が効率よく、いきいきと快適に執務を行い、質の高い市民サービスの提供が可能と

なるよう、執務空間、サーバー室、会議・打ち合わせスペース、書庫・倉庫、福利厚生

スペースについて検討し、窓口と執務空間のレイアウト改善など、庁舎全体をできるか

ぎりコンパクトにすることで、事業費やライフサイクルコストを抑えます。

○ＩＣＴ（情報通信）機能の強化とともに、情報セキュリティ管理の強化、防犯セキュリ

ティ機能を図ります。
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（５）議会機能 

○議会関係施設は、コスト面、セキュリティ面、市民の接しやすさや親しみやすさ、行政

との連携などを考慮し、必要な機能・施設を整備します。

○議会関連施設は、地方自治の中核として、意思決定を図る場所にふさわしい機能を確保

し、また、行政から一定の独立性を確保できるよう配慮して計画します。

○また、｢開かれた議会｣の実現に向けて、議場を市民・議員・行政が共に利用できる環境

に向け、議会空間の多目的利用を検討します。

（６）環境共生・省エネルギー機能 

○自然環境への負荷を低減するため、国の「官庁施設の環境保全性基準」の定めるグリー

ン庁舎を基準として整備します。

   ○自然採光や自然換気をできるだけ取り入れ、省エネルギー、省資源に配慮した構造体や

設備システムの導入を検討するとともに、太陽光発電など再生可能エネルギーシステム

の導入や、雨水の貯留、有効利用を進め、水道利用量の削減を図ることを検討します。

○敷地内緑化、屋上緑化、壁面緑化などを進めてできるだけ自然環境を確保し、環境に対

する市民の意識を高めるとともに、建物への熱負荷を低減してヒートアイランド現象の

発生を抑制します。

○また、適切な維持管理の手法や、将来の職員数の増減や市民ニーズの変化に伴う組織改

編への柔軟な対応などを想定して、施設計画を行うことにより、長期・継続的に使用で

きるライフサイクルコストを低減した庁舎を目指します。

（７）越谷らしさシンボル機能 

○水郷越谷など越谷の特徴を活かした庁舎とします。また、中心市街地活性化に寄与する

役割を果たすものとします。

○越谷らしさを情報発信する仕組みを実現します。
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６． 本庁舎の規模の検討 

１）規模算定の検討の視点

庁舎の面積算定にあたり、以下の方法で算定を行いました。 

①総務省基準による方法 

②類似都市の人口規模により推計する方法 

③類似都市の職員規模により推計する方法

３つの方法で「庁舎全体の必要面積」を算出した上で、それぞれ既存の第二庁舎、（仮称）

第三庁舎の延床面積を差し引き、本庁舎の規模（延床面積）の検討を行いました。 

２）各方法による面積の算定

① 総務省基準による方法

総務省の「地方債同意等基準」があります。これは、庁舎建設の際に起債をするための基

準となる面積を算定するものでした。現在は交付金として措置されるため、この基準に沿う

必要はありませんが、客観的な基準として参考となるものです。 

ここでは、総務省基準に沿って全体としての必要面積を算出した上で、総務省基準には含

まれていない「市民協働機能」を盛り込んで検討しました。 

ア 総務省の地方債同意等基準に基づく庁舎標準面積 

 ４．５㎡ × 換算職員数（換算率により補正したもの）  

表 3 補正を行う換算職員数 

区 分 

換 算 率 

特

別

職

三

役

部

長

次

長

課

長

課
長
補
佐

係

長

一
般
職
員

級 級 級

人口５万人以上 

 ５０万人未満の市町村 
×２０ ×９ ×５ ×２ ×１ 

※算定対象職員数 ４人 ３７人 ５１人 ３６７人 ５６３人 

※算定対象職員数は、平成２５年４月１日現在の正規職員数 
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イ 総務省の地方債同意等基準に基づく庁舎全体の延床面積の算定 

表 4 起債基準による庁舎標準面積の算定 

区  分 

起債の基準 庁舎床面積 

職員数 

① 

換算率

② 

換 算 

職員数 

（①×②）

基準 

面積 

(職員 1人

あたり) 

積算根拠 

（換算職員数 

×4.5 ㎡） 

事務室 １，０２２ 8,842.5 ㎡

内訳（応接室

を含む） 

特別職 ４ ２０ ８０

4.5 ㎡/人

360.0 ㎡

部長・次長級 ３７ ９ ３３３ 1,498.5 ㎡

課長級 ５１ ５ ２５５ 1,147.5 ㎡

係長級 ３６７ ２ ７３４ 3,303.0 ㎡

一般職員 ５６３ １ ５６３ 2,533.5 ㎡

倉庫 事務室面積×１３％ 1,149.5 ㎡

会議室等 常勤職員数×７.０㎡ 7,154.0 ㎡

事務室・倉庫・会議室等の面積 17,146.0 ㎡

玄関室等 

(玄関･広間･廊下･階段等) 
各室面積（事務室･倉庫･会議室等）×40％ 6,858.4 ㎡

議会関係諸室 

(議場､委員会室､議員控室) 
議員定数×35㎡ 1,120.0 ㎡

庁舎全体の延床面積 25,124.4 ㎡

この算定方法によれば、下記の「市民協働ゾーン」を含まない庁舎全体の延床面積は

25,124.4 ㎡となります。 

ウ 「市民協働ゾーン」の考え方 

     上記の総務省基準には含まれていない、市民交流活動機能等を担う「市民協働ゾーン」

については、行政サービスのさらなる向上のため、展示スペース（非常時における一時

避難スペース）、レストラン、イベントホールなどの機能を有する部分として、概ね 4,000

㎡の規模を想定します。
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② 類似都市の人口規模により推計する方法（「市民協働ゾーン」を含む）

近年、庁舎の整備計画を立案した人口３０万人前後の庁舎面積事例（次ページ参照）から、

人口一人あたりの庁舎面積を算定すると以下のようになります。 

0.093 ㎡／人 

これに越谷市の現在の人口数を掛け、庁舎全体の延床面積を算出すると 

0.093 ㎡／人×332,192 人＝30,894 ㎡ となります。 

③ 類似都市の職員規模により推計する方法（「市民協働ゾーン」を含む） 

庁舎面積事例（次ページ参照）から職員一人あたりの庁舎面積を算定すると以下のように

なります。 

23.373 ㎡／人 

 今後、中核市移行に際しての本庁舎等での 42人※の増員を考慮して算定すると 

23.373 ㎡／人×（1,022＋42）人＝24,869 ㎡ となります。

３）庁舎規模の設定

上記の試算により、第二庁舎、（仮称）第三庁舎を含む庁舎全体の延床面積の想定規模を、

25,000 ㎡～31,000 ㎡ と設定し、ここから第二庁舎・（仮称）第三庁舎の面積を差し引き、

本庁舎に必要な延床面積を算出します。 

①総務省基準に

よる方法 

②類似都市の人

口規模により推

計する方法 

③類似都市の職

員規模により推

計する方法 

庁舎全体の延床面積 

（市民協働ゾーンを含む） 
約 29,000 ㎡ 約 31,000 ㎡ 約 25,000 ㎡

－ 第二庁舎延床面積 －5,301.2 ㎡ －5,301.2 ㎡ －5,301.2 ㎡

－ （仮称）第三庁舎延床面積 －4,770.7 ㎡ －4,770.7 ㎡ －4,770.7 ㎡

本庁舎に必要な想定延床面積 18,928.1 ㎡ 20,928.1 ㎡ 14,928.1 ㎡

これにより、本庁舎に必要な想定延床面積を、15,000 ㎡～21,000 ㎡と設定します。

※越谷市の職員数は、2,776 人（平成 25 年 4 月 1 日現在）ですが、このうち本庁舎等に勤務するのは

1,022 人となっています。 

今後、平成 27 年 4 月を目指している中核市への移行に伴い、県から 2,000 件余りの事業が移譲され

ることとなっており、今後、本庁舎等には 42 人の職員の配置が予定されています。
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表 5 同規模の市区における庁舎規模 

各市ホームページ等より   

430,000 人 330,000 人 260,000 人 260,000 人 370,000 人

1,314 人 1,320 人 1,273 人 1,026 人 1,200 人

46 人 44 人 - 人 30 人 40 人

40,000 ㎡ 27,500 ㎡ 28,500 ㎡ 25,000 ㎡ 30,000 ㎡

36,500 ㎡ 26,763 ㎡ （面積按分） 27,125 ㎡ 不明 ㎡ 30,000 ㎡

0.093 ㎡/人 0.081 ㎡/人 0.104 ㎡/人 - ㎡/人 0.081 ㎡/人

30.441 ㎡/人 20.275 ㎡/人 21.308 ㎡/人 - ㎡/人 25.000 ㎡/人

① 事務室 - ㎡ 8,100 ㎡ （29%） 12,160 ㎡ （45%） 6,930 ㎡ 9,257 ㎡ （31%）

② 会議室等 - ㎡ 8,260 ㎡ （30%） 2,245 ㎡ （8%） 8,400 ㎡ （28%）

③ 倉庫 - ㎡ 1,053 ㎡ （4%） 650 ㎡ （2%） 1,203 ㎡ （4%）

④ 議会 - ㎡ 1,540 ㎡ （6%） 9,880 ㎡ （36%） 1,400 ㎡ （5%）

⑤ 玄関等 - ㎡ 8,707 ㎡ （31%） 2,190 ㎡ （8%） 9,430 ㎡ （32%）

合計 36,500 ㎡ 27,660 ㎡ 27,125 ㎡ 29,690 ㎡

2 3,500 ㎡ 760 ㎡ 1,375 ㎡ - ㎡

総合計 40,000 ㎡ 28,420 ㎡ 28,500 ㎡ 24,839 ㎡ 29,690 ㎡

備考

310,000 人 320,000 人 300,000 人 300,000 人

1,250 人 1,500 人 1,300 人 1,238 人 ■基準面積の平均

39 人 40 人 46 人 38 人

30,200 ㎡ 31,000 ㎡ 30,000 ㎡ 32,000 ㎡ ㎡/人

28,000 ㎡ 31,000 ㎡ 30,000 ㎡ 29,488 ㎡ (面積按分)

0.090 ㎡/人 0.097 ㎡/人 0.100 ㎡/人 0.098 ㎡/人 ㎡/人

22.400 ㎡/人 20.667 ㎡/人 23.077 ㎡/人 23.819 ㎡/人 ■施設別の構成比

① 事務室 9,154 ㎡ （33%） 11,945 ㎡ （38%） 11,948 ㎡ （36%） 11,361 ㎡ （36%） 　①事務室 36%

② 会議室等 8,750 ㎡ （31%） 7,980 ㎡ （26%） 9,100 ㎡ （27%） 8,666 ㎡ （28%） 　②会議室等 25%

③ 倉庫 1,190 ㎡ （4%） 1,342 ㎡ （4%） 1,553 ㎡ （5%） 1,477 ㎡ （5%） 　③倉庫 4%

④ 議会 1,365 ㎡ （5%） 1,400 ㎡ （4%） 1,610 ㎡ （5%） 1,330 ㎡ （4%） 　④議会 9%

⑤ 玄関等 7,638 ㎡ （27%） 8,506 ㎡ （27%） 9,040 ㎡ （27%） 8,602 ㎡ （27%） 　⑤玄関等 26%

合計 28,096 ㎡ 31,173 ㎡ 33,251 ㎡ 31,436 ㎡

2 2,067 ㎡ - ㎡ - ㎡ 2,678 ㎡

総合計 30,163 ㎡ 31,173 ㎡ 33,251 ㎡ 34,114 ㎡

備考

他事例を参考に想定

(H19・基本構想)
自治体名
（）内は出典

自治体名
（）内は出典

(H19・基本構想) (H13・基本構想)

３．豊島区２．北区

1

(H20・整備方針)

１．町田市

(H20・基本構想)

５．一宮市４．平塚市

17,909

(H20・基本構想)

㎡

庁舎規模算定の根拠
3事例を総合的に勘案

（表の数値は地方債基準）
地方債基準地方債基準地方債基準

地方債基準地方債基準＋他事例

平均値９．下関市

事務室のみ地方債基準
その他は他事例の事務室
割合を参考に算定

1

うち基本部分

(H17・基本計画) (H22・あり方専門委員
会報告書)

(H22・基本構想)

共用部分の節約等により、
面積は一部調整

人口

庁舎面積(想定)

議員数

職員数

職員あたりの庁舎面積

人口あたりの庁舎面積

８．福島市６．秋田市

地方債基準

７．那覇市

地方債基準地方債基準庁舎規模算定の根拠

人口

職員数

議員数

庁舎面積(想定)

付帯機能

地方債基準、新営一般庁
舎基準、他事例を総合的に
勘案
(30,000～34,000㎡を想
定）

基礎
ﾃﾞｰﾀ

面積

内訳

(　)内

は

構成比

基礎
ﾃﾞｰﾀ

面積

内訳

(　)内

は

構成比

付帯機能

その他

その他

・基準面積は４．以外の
値の平均としている。
・諸室割合は、１．４．以
外の値の平均としてい
る。

　人口あたりの庁舎面積

　職員あたりの庁舎面積

23.373

0.093

人口あたりの庁舎面積

職員あたりの庁舎面積

うち基本部分



27 

７． 本庁舎の整備方式

本庁舎の整備に際しては、以下の方法が考えられます。

・耐震補強主体案

・建替え案

  両案を比較すると下記のとおりとなります。

  表 6 本庁舎の整備方式の比較 

Ａ案（建替え案・仮設庁舎の設置なし） 

概略図

Ｂ案（建替え案・仮設庁舎の設置あり） 

概略図

（仮称）

（仮称）
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Ｃ案（耐震改修＋増築案１） 

概略図

Ｄ案（耐震改修＋増築案２） 

概略図

（仮称）

（仮称）

中央市民会館

中央市民会館
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項目 建替え案（Ａ・Ｂ案） 耐震補強案（Ｃ・Ｄ案） 

本庁舎 建替え 耐震補強（免震） 

第二庁舎 既存のまま 既存のまま 

（仮称） 

第三庁舎 
新設（建設中） 新設（建設中） 

整備計画 本庁舎解体後、新築による建替え計画
本庁舎１階柱頭免震装置設置等によ

る耐震補強計画 

建築計画 
本庁舎⇔第二庁舎⇔第三庁舎がコン

パクトで一体的な建築計画 

コンクリートの中性化進行や設備・内

装劣化による耐久性能のリスク有り 

総合評価 
将来にわたって良好な整備計画が可

能である 
動線計画と耐久年数にリスクがある 

注１）① 耐震補強後の歩行者動線は既存動線を確保することを前提とします 

    ② 耐震補強後のＩｓ値は、庁舎重要度係数を考慮して 0.97 以上とします

・イニシャルコスト、ランニングコストの概算額を比較すると、建替え案が有利である。

・本庁舎のコンクリートの中性化が進行しており、耐震改修のみでは鉄筋コンクリートとして

の耐力が保てなくなる恐れがあり、さらなる費用の増加も見込まれる。

以上のことから総合的に検討した結果、本庁舎は建替えにより整備することが望ましい。
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８． 本庁舎の事業方式

 １）建設方式の整理

公共施設の建設に係る建設方式は、近年、ＰＦＩ方式をはじめとした民間活力導入型の手法

が取り入れられています。 

様々な建設方式のうち新庁舎建設に適していると考えられる手法として、一般方式（従来方

式）、ＤＢ一括発注方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式の４つの手法があげられます。建設方式の

選定では、以下の５つの視点から評価し手法を選定することが考えられます。 

※ＤＢ一括発注方式：民間が設計・建設を一括して行い、施設の所有・運営・資金調達に

ついては公共が行う方式。 

※Ｄ Ｂ Ｏ 方 式：民間が設計・建設・運営・維持管理を一括して行い、施設の所有・

資金調達については公共が行う方式。 

※Ｐ Ｆ Ｉ 方 式：民間が自ら資金調達を行い、施設整備を行って運営する。所有権移

転の時期についてはいくつかの方式がある。 

 ２）建設方式の比較・評価の視点

①透明性の確保 

発注の透明性を確保するため、事業者間の競争性を確保することと監視が重要です。 

○選定基準の明確化と事前提示、 

○選定プロセスの公開 

などに留意する必要があります。 

  ②市民意見の反映

庁舎の利用者であり、間接的な発注者でもある市民の意見の反映が重要です。 

一般方式（従来方式）でのプロポーザル方式の場合は、「設計者」を選定することから、設

計過程で市民の意見を入れながら進めることができます。 

一般方式（従来方式）のコンペ方式やＤＢ一括発注方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式は、

「設計案」を選定することから、設計条件を大きく変更する意見が反映しにくくなります。 

③施工期間

施工期間については、事業者によっては特定の工事（施工法）を得意としている、ある

いは同様の経験を持っていることで、工事全体を効率的に進めることが可能であることか

ら、設計と施工を同時に実施する方法であるＤＢ一括発注方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式

は、こうしたノウハウの発揮余地が大きいと考えられます。 

①透明性の確保           ②市民意見の反映 

③施工期間             ④事業資金の調達 

⑤手続きに必要な時間 
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  ④事業資金の調達

ＰＦＩ方式の特徴は、事業資金を民間が調達し、公共側が初期投資のための資金を準備

する必要がないことにあります。性能発注や設計・維持管理・運営等を一括して発注する

ことにより、民間の創意工夫が生かされ、建設費や管理運営費が低減されるなどのコスト

削減が期待できます。 

  ⑤手続きに必要な時間

ＤＢ一括発注方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式は、発注にあたって、業務の範囲が広がる

ことから実施方針、募集要項、またこれらについての質疑応答を行わなくてはなりません。

これらにより、設計条件やリスク分担について明確にすることが多く、そのため一般方式

（従来方式）に対して１２～１５か月の期間を追加で要します。その点では、ＤＢ一括発

注方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式の各方式は一般方式（従来方式）に対して劣ることとな

ります。 

表 7 本事業における事業手法の比較・評価

評価軸 
一般方式 

（従来方式） 
ＤＢ一括発注方式 

 ＤＢＯ方式 ／ 
   ＰＦＩ方式 

特  徴 

各業務を個別に契約 
設計・建設を一括して
契約 

設計・建設・管理運営
を一括して契約 

①透明性の確保 ○ ○ ○ 

②市民意見の反映 △／○ △ △ 

③施工期間 △ ○ ○ 

④事業資金の調達 公共△ 公共△ 公共／民間○

⑤手続きに必要な時間 

○ 

① 基本計画 
② 基本設計 
③ 実施設計 
④ 工事 

△（＋12～15 か月） 
① 基本計画 
② 事業者選定業務
③ 基本設計 
④ 実施設計 
⑤ 工事 

△（＋12～15 か月） 
① 基本計画 
② 事業者選定業務 
③ 基本設計 
④ 実施設計 
⑤ 工事 

越谷市庁舎の場合、資金調達の面や、手続に必要な時間等を考慮し、一般方式（従来方式）

による建設を行うことが望ましい。

市 

契約

基本
設計

契約 契約

実施
設計

建設
工事

市 

基本
設計

契約

実施
設計

建設
工事

市 

設計

契約

建設
工事

管理
運営



32 

９． 敷地利用計画の検討

１）前提条件

■ 既存の第二庁舎・建設中の（仮称）第三庁舎については計画の対象外とします。

■ 既存本庁舎の機能を維持しながら、北側駐車場敷地を含めた範囲の中で本庁舎の建替

えを行います。 

■ 新たな本庁舎の建設後、既存本庁舎を解体し、第二庁舎・（仮称）第三庁舎と本庁舎と

をつなぐ「市民協働ゾーン」を建設します。

２）本庁舎整備の考え方

・第二庁舎、（仮称）第三庁舎との距離が大きく離れることが無いように、現在の本庁舎の

南側低層部を含めた部分に新たな本庁舎が位置するよう工夫しながら計画します。

・第二庁舎、（仮称）第三庁舎を活用しながら、市民サービスが低下することの無いような

建設工程を計画します。

・採光や景観に十分配慮した、環境負荷の少ない庁舎を計画します。

・コストを考慮しながら、免震構造を含め耐震性のある安全な庁舎を計画します。

・ＵＰＳ（非常用電源）や自家発電設備などの設置を含めて、災害時に防災拠点としての

機能を果たすことのできる庁舎を計画します。

・市民ニーズの変化に柔軟に対応できる庁舎を計画します。

・バリアフリーなどにも配慮した、使いやすい庁舎を計画します。

・議会機能については、市民に開かれた議会を目指し、議会棟を別棟とする案を含めて計

画します。

３）市民協働ゾーンの考え方

・市民活動の場となるスペースを提供します。

・まちづくりや地域の活性化に貢献できるスペースとします。

・新たな本庁舎と第二庁舎・（仮称）第三庁舎をつなぐ空間として、相互の行き来がしやす

くなる役割を果たします。

・休日等、庁舎が閉庁の際でも利用できるセキュリティに考慮した計画とします。

・利便性の観点から、書類の申請関係等、窓口業務の集約化を考慮した計画とします。
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４）駐車場・広場等の考え方

・来庁者用駐車場は、現在の駐車可能台数（約１８０台）の確保を目標とします。

・広場となる空間は、中央市民会館との連続性を考慮して配置します。

・立体駐車場を計画するなど、北側駐車場敷地も含めて計画敷地全体としてとらえ、駐車

場や広場の必要面積を確保した、市民に使いやすい外構計画を行います。

・駅前通りからのアクセス性や近隣との親和性に配慮した外構計画とします。

・敷地内の植栽は、可能な限り残す計画とします。

・緑化率に沿った、緑の豊かな外構計画とします。

５）近隣に対しての考え方

・河川側（庁舎東側）のウッドデッキへの歩行者動線を考慮した計画とします。

・親水性の高い、近隣に配慮した計画とします。

・都市計画道路（越谷駅前線、越谷市役所通り線）を考慮した計画とします。

・低層の建物が多い庁舎西側の区域に配慮した庁舎を計画します。

本庁舎
第二庁舎

第三庁舎

北側駐車場

中央市民会館

■ 現況敷地図 

(仮称) 

第三庁舎

〔建設中〕
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１０． 事業スケジュール

本庁舎整備基本構想の策定後、本庁舎整備基本計画の検討に入り、平成２７年度から本庁

舎の基本設計・実施設計に着手することを想定します。

その後、平成２９年度（２０１７年度）頃から建設工事に入り、平成３２年度（２０２０

年度）の工事完了を目標とします。

図 6 事業スケジュール 

平成 25 年度 

（2013 年度）

平成 26 年度 

（2014 年度）

平成 27 年度 

（2015 年度）

平成 28 年度 

（2016 年度）

平成 29 年度

（2017 年度）

平成 32 年度 

（2020 年度）

解体・建設工事は２期に分けて実施することを想定

第１期：現本庁舎の低層部分を解体、新本庁舎を建設

第２期：現本庁舎を解体、「市民協働ゾーン」を建設

基本構想

基本計画

基本設計・
実施設計

解体・建設工事
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参考資料

越谷市本庁舎整備審議会条例（平成２４年条例第４２号）

 （設置）

第１条 市長の諮問に応じ、本庁舎の整備に関し必要な事項を調査審議するため、市長の附属機

関として、越谷市本庁舎整備審議会（以下「審議会」という。）を設置する。

 （組織）

第２条 審議会は、委員２０人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

 ⑴ 学識経験者

 ⑵ 市議会議員

 ⑶ 公共的団体等が推薦する者

 ⑷ 公募による市民

 （任期）

第３条 委員の任期は、市長の諮問に対し審議会が答申するまでの間とする。ただし、前条第２

項第２号に規定する者で当該職により委員に任命されたものが当該職を離れたときは、委員の

職を失うものとする。

 （会長）

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その

職務を代理する。

 （会議）

第５条 審議会の会議は、会長が招集する。

２ 会議の議長は、会長をもって充てる。

３ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

５ 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、出席を求めて説明若しくは意

見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

 （庶務）

第６条 審議会の庶務は、総務部総務管理課において処理する。

 （委任）

第７条 この条例に定めるもののほか審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

 （越谷市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ （条文略）
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越谷市本庁舎整備審議会の開催経過

内    容 場    所 備 考

（第１回）

平成２５年

４月１２日

・会長選出、会長挨拶

・越谷市庁舎の概要

・審議会の審議事項

越谷市役所本庁舎

５階

（第２回）

６月２７日

・庁舎の現状と課題の把握

・庁舎に必要な機能や使いやすい庁舎の検討

・先進地視察

越谷市中央市民会

館４階

(先進地視察)

８月２７日

東京都町田市役所・

立川市役所

（第３回）

１０月１日

・庁舎に必要な機能や使いやすい庁舎の検討

・整備方式の検討

・事業方式の検討

・規模の検討

越谷市中央市民会

館４階

（第４回）

１１月２２日

・庁舎に必要な機能や使いやすい庁舎の検討

・規模の検討

・整備方式の検討

・事業方式の検討

・配置位置の検討

越谷市中央市民会

館４階

（第５回）

平成２６年

２月１３日

・庁舎に必要な機能や使いやすい庁舎の検討

・規模の検討

・整備方式の検討

・事業方式の検討

・配置位置の検討

越谷市役所本庁舎

５階

（第６回）

４月１７日

・本庁舎の規模の検討

・配置位置の検討

・事業方式の検討

越谷市中央市民会

館５階

（第７回）

５月３０日

・本庁舎整備基本構想（素案）について

・整備スケジュールについて

越谷市中央市民会

館４階

（第８回）

 月 日
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～～～   （以下、資料編）    ～～～ 

資料編への追加項目 （案） 

１ 本庁舎整備審議会 委員名簿 

２ 市長からの諮問書（写） 

３ 市長への答申書（写） 

４ 市民アンケート概要 

５ パブリック・コメントの概要 

６ 用語解説


